
令和元年度 静岡労働局 個別労働紛争解決制度の施行及び相談の状況について 
 

 
 
 

【ポイント】 
 

１ 「個別労働紛争解決制度の施行状況」について(別紙) 

・ 令和元年度は、総合労働相談が前年度から 564 件増加（+1.6％）の 35,528 件となった。そ

のうち、民事上の個別労働紛争相談件数は前年度より 21 件増加(+0.3%)の 6,834件だった。 

 

・ 民事上の個別労働紛争相談(内容延べ合計件数 8,495 件)では「いじめ・嫌がらせ」が

1,971 件(23.2%)と最も多く全体の 2 割以上を占め、８年連続で最多、また６年連続の

増加となった（前年度より 12 件増加(+0.6%)）。 
 

・ 助言・指導申出件数は、前年度より 107 件減少(-18.2%)し 482 件。 

・ あっせん申請件数は、前年度より 5 件増加(+2.7%)し 193 件。 

・ 助言・指導申出、あっせん申請ともに、「いじめ・嫌がらせ」が最も多かった。 

 

２ 「均等法、育・介法、パート法の相談状況」について(別紙) 

・ 令和元年度の均等法、育・介法、パート法に関する相談は、合わせて 1,585 件で、前年度の

1,406 件から 179 件増加。パートタイム労働法の改正を背景に、パートタイム労働法に関する相

談が 152 件と前年度より 91 件増加(+149.2％)した。 

 

・ 均等法の相談では、「妊娠・出産等不利益取扱い」に関するものが最も多く 147 件

（34.7%）、次いで「セクシュアルハラスメント」に関する相談が 114 件(26.9%）だっ

た。 

 
 



１ 平成31 (令和元)年度相談件数及び個別労働紛争解決制度の施行状況(静岡労働局)

紛争調整委員会によるあっせん
労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせ

ん委員(弁護士等の労働問題の専門家)が紛争当事者
の間に入って話し合いを促進することにより紛争の
解決を図る制度

労働局長による助言・指導
民事上の個別労働紛争について、労働局長が、紛

争当事者に対して解決の方向を示すことにより、紛
争当事者の自主的な解決を促進する制度

○申出件数 482件
内訳(※2,3) ①いじめ・嫌がらせ 121件

②自己都合退職 59件
③解雇 45件

○処理件数 496件(※4)

助言・指導の件数 486件
取下げ 5件
打切り 4件
制度対象外・その他 1件

○申請件数 193件
内訳(※2,3) ①いじめ・嫌がらせ 52件

②解雇 26件
③雇止め 19件

○処理件数 193件（※4）

合意の成立 61件
取下げ 11件
打切り 121件
その他 0件

申出

申請

申請

※2 相談内容が複数の場合があり、内訳と合計とは一致しない。
※3 「その他」 「その他の労働条件」を除く。
※4 年度内に処理が完了した件数であり、当該年度以前に申出又は申請があったものも含む。

関係機関
○裁判所
○静岡県労働委員会
○法テラス

等
情報提供
連携

労働基準監督署
公共職業安定所 等

関係法令に基づく
行政指導等

取次ぎ

「静岡労働局雇用環境・均等室」 及び
「総合労働相談コーナー(※1)」
(※1)労働問題に関する情報提供・個別相談のワンストップ

サービスを行う。労働局及び労働基準監督署の静岡県
内8か所に設置。

平成31(令和元)年度 総合労働相談件数

35,528件
うち（※2）、

○法令・制度の問合せ 24,963件

○民事上の個別労働紛争相談 6,834件
内訳(※2,3)①いじめ・嫌がらせ 1,971件

②自己都合退職 1,084件
③解雇 778件

○労働基準法等法違反の疑いのある相談
5,538件

相談者

別紙
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１－１ 総合労働相談、民事上の個別労働紛争相談、助言・指導申出、あっせん申請件数の推移
(静岡労働局）
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③助言・指導申出件数（右軸） ④あっせん申請件数（右軸）

○総合労働相談の件数は35,528件。前年度より564件増(＋1.6%)。
○民事上の個別労働紛争相談件数は6,834件。前年度より21件増(＋0.3%)。
○助言・指導申出件数は482件。前年度より107件減(－18.2％)。
〇あっせん申請件数は193件。前年度より5件増(＋2.7%)。

１－２ 主な民事上の個別労働紛争相談の件数の推移(静岡労働局)
（※「その他の労働条件」「その他」を除く ※相談内容が複数の場合があるため合計8,495件。1-1の相談件数と一致しない）
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○民事上の個別労働紛争相談のうち、最も多いのは「いじめ・嫌がらせ」で1,971件。
平成24度から8年連続で最多となり、全体(内容別件数合計8,495件)の23.2%を占めている。
前年度から12件増(＋0.6%)。

○次いで多いのは「自己都合退職」に関する相談1,084件(前年度から66件増、＋6.5%)、3番
目に多いのは「解雇」に関する相談で778件(前年度から94件減(－10.8%)。
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１－３ 主な助言・指導申出件数の推移(静岡労働局)
（※申出内容が複数の場合があるため合計546件。1-1の申出件数と一致しない）
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○助言・指導申出が最も多いのは｢いじめ・嫌がらせ｣で121件。前年度より25件減(－17.1%)。
5年連続で最も多い。(※「その他の労働条件」「その他」を除く。以下同じ)

○2番目に多いのは「自己都合退職」で59件。前年度より9件減(－13.2%)。以下、｢解雇｣45件、
「労働条件引下げ」27件、「退職勧奨」23件、｢配置転換・出向｣(※)が21件。
※平成27年度までは「配置転換」のみの件数。

１－４ あっせんにおける申請内容別件数と、主な申請内容別件数の推移(静岡労働局)
（※申出内容が複数の場合があるため合計193件。）
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○あっせん申請が最も多いのは「いじめ・嫌がらせ」で52件(26.9%)。全体の4分の1強を占め
ている。平成2７年度から5年連続で最も多いが、前年度から23件減(－30.6%)。
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２ 均等法、育・介法、パート法の相談状況（静岡労働局）

32

147

114

34

64

33

平成31(令和元)年度 均等法の相談内訳
性差別

妊娠・出産等を理由とする

不利益取扱い
セクシュアルハラスメント

妊娠・出産等ハラスメント

母性健康管理

計424件

○男女雇用機会均等法に係る相談は424件。
最も多かったのは「妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱い」に関する相談で147件（34.7%）、
全体の3割強を占めている。
次いで「セクシュアルハラスメント」に関する相談で114件（26.9%）だった。

○育児・介護休業法に関する相談は1,009件。
最も多かったのは「育児休業制度」に関する相談で454件（45.0%）、次いで「休業以外の育児関係
制度」に関する相談で198件（19.6％）。上位２つで全体の6割強を占めている。
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その他計1,009件
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平成31(令和元)年度 パート法の相談内訳

均等・均衡待遇 体制整備 正社員転換 その他

計152件
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平成31(令和元)年度 パート・有期雇用労働法の相談内訳

均等・均衡待遇 体制整備 正社員転換 その他

計188件


